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　地方公共団体の公会計は、現金主義・単式簿記といって、一年間の現金収入と

支出を明らかにすることを目的としています。

　しかし、この方法では、民間企業のようにどれだけの資産や負債を持っている

のかといったストックの状況や現金以外の要素を考慮した実質的なコストや収益

といった経営成績がわかりません。

　このような課題を補完するために、平成20年度決算以降、企業会計（発生主義・

複式簿記）を参考にした財務書類の作成が国から要請されており、平成２８年度

決算からは、国が定める統一的な基準に沿って財務書類の作成を行うこととされ

ています。

　長崎市においても、統一的な基準による財務書類を作成・分析することにより、

市民のみなさまに財政状況をわかりやすく公表するよう努めていきます。

令和３年度決算に係る財務書類について

１ 公会計改革の目的
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　貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書の４種類の

財務書類を、一般会計等、地方公共団体の全体、外郭団体等を含めた連結の３つの区

分で作成します。

＋ 歳計外現金残高

・ 一般会計等（普通会計など） ・第三セクター等１０団体

・ 公営企業６会計 (一財)長崎市野母崎振興公社

　上下水道、観光施設事業など (福)長崎市社会福祉事業団
長崎つきまち(株)

その他公営事業４会計 (一財)長崎市勤労者サービスセンター

　国民健康保険事業、介護保険事業など (一財)長崎ロープウェイ・水族館
(株)長崎高島水産センター

(一財)長崎市地産地消振興公社
(公財)長崎市スポーツ協会

・ 広域連合１団体 (一財)クリーンながさき
長崎県後期高齢者医療広域連合 (地独)長崎市立病院機構

期末歳計現金残高 期末純資産残高

＋ ±
期首資金残高 資産評価替え等による変動額

＝ ＝

支出 純行政コスト
＝ ＋

資金増減額 税収等（一般財源）、補助金等

純行政コスト

資金収支計算書 純資産変動計算書

収入 期首純資産残高－ －

・・・ 臨時損失・臨時利益
＝

現金預金 純資産 純経常行政コスト
・・・ ±

－

・・・ 経常収益
・・・ ＝

貸借対照表 行政コスト計算書

資産 負債 経常費用

作成する財務書類（４表）

財務４表の連結

長崎市

２ 作成する財務書類の概要

作成する財務書類（４表）

財務４表の連結

長崎市
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　資産や負債をどれだけ有しているかといったストック（残高）面から財政状況を
表したものです。
　また、資産を取得するためにどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを
みることができます。

（単位：千円）

ア 事業用資産
イ インフラ資産
ウ 物品

ア 投資及び出資金 ２　流動負債
イ 投資損失引当金 （１）翌年度償還予定地方債
ウ 長期延滞債権
エ 長期貸付金
オ 基金
カ その他
キ 徴収不能引当金

（１）現金預金

注）計数の端数調整により、表中の計、差引等が一致しない場合があります。

ア 　令和3年度決算における固定資産は約8,002億円となっており、そのうち

土地や建物などの形で保有する「有形固定資産」は約6,950億円、他団体への

出資金や特定目的のための基金などの「投資その他の資産」が約1,047億円です。

イ 　市税や保育料などにかかる長期延滞債権や未収金のうちの一部について、過去

5年間の不納欠損の実績により回収不能見込額として徴収不能引当金を約2億円

計上しています。

ウ 　負債合計は約3,213億円となっており、そのうち地方債が約2,852億円と大き

な割合を占めていますが、地方債残高のうち約1,457億円は地方交付税で措置さ

れる見込みです。

　また、全職員が令和3年度末に普通退職したと想定した場合の要支給額を

退職手当引当金として約201億円計上しています。

エ 　資産から負債を差し引いたものが純資産（現在までの世代が負担した部分）と

なり、全体として、約5,137億円となっています。

資産合計 834,939,855 負債及び純資産合計 834,939,855

（５）徴収不能引当金 △ 57,192
純資産合計 513,668,172

（３）基金 21,384,997
（４）その他 2,822,978

　　　　うち歳計現金 7,200,849
（２）未収金 1,335,155

２　流動資産 34,761,720 負債合計 321,271,683
9,275,781 純資産の部 金額

△ 105,853

13,527,193 （３）賞与等引当金 1,569,148
30,709,957 （４）預り金 2,074,933

△ 842,119 24,572,698
1,157,045 （２）未払金 50,288

1,968,725

（３）投資その他の資産 104,709,356
58,294,408 28,267,067

4,424,237 （４）損失補償等引当金 23,288
（２）無形固定資産 445,157 （５）その他 11,883,827

367,965,067 （２）長期未払金 296,452
322,634,319 （３）退職手当引当金 20,131,204

１　固定資産 800,178,136 １　固定負債 293,004,617
（１）有形固定資産 695,023,623 （１）地方債 260,669,845

資産の部 金額 負債の部 金額

（１） 貸借対照表

３ 一般会計等の財務４表
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　行政活動のうち福祉活動やごみの収集といった資産形成に結びつかない行政サービ
スに係る経費とその行政サービスの直接の対価として得られた使用料・手数料などの
財源（受益者負担）を対比させたものです。
　この２つの差が純行政コストとなりますが、これは受益者負担以外の市税等で賄わ
なければならないコストを表しています。

（単位：千円）

注）計数の端数調整により、表中の計、差引等が一致しない場合があります。

ア 　人件費や物件費といった現金支出のほか、有形固定資産にかかる減価償
却費や賞与引当金繰入額といった非現金支出も経常費用に含んでいます。
　減価償却費は約206億円で、物にかかるコストの約32%を占めており、
過去に多くの資産を整備してきたことがわかります。

イ 　移転支出的なコストは４つのコスト区分の中で最も割合が大きく、経常
費用全体の約57％を占めています。
　その内訳は生活保護費や障害福祉費などの社会保障給付のほか、各種
団体などに対して支出する補助金や公営企業会計などに対する繰出金です。

ウ 　行政サービスの直接の対価として得られた使用料などの経常収益は
約93億円で、経常費用の約4％が受益者負担となっています。
　言いかえれば、経常費用の約96％は受益者負担以外の市税などの財源で
賄っているということになります。

純行政コスト（B+D-A-C） △ 208,319,086

臨時費用合計 1,234,376
臨時収益（D) 金額

臨時収益合計 2,048,312

経常収益合計 9,252,154
臨時費用（C) 金額

経常収益（B) 金額
１　使用料・手数料 3,786,949
２　その他 5,465,205

（２）その他行政コスト 1,255,745

経常費用合計 218,385,175

４　その他のコスト 2,428,073
（１）支払利息 1,172,327

（２）補助金等 15,801,942
（３）他会計等への支出額 21,766,847
（４）その他 711,493

３　移転支出的なコスト 124,293,876
（１）社会保障給付 86,013,593

（１）物件費 41,136,111
（２）維持補修費 3,134,681
（３）減価償却費 20,559,584

（３）その他 2,838,439

２　物にかかるコスト 64,830,376

１　人にかかるコスト 26,832,851
（１）職員給与費 22,425,264
（２）賞与等引当金繰入額 1,569,148

経常費用（A) 金額

（２） 行政コスト計算書（２） 行政コスト計算書
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　貸借対照表の純資産の部（現在までの世代が負担した部分）が1年間でどのように
変動したかを表すものです。

（単位：千円）

注）計数の端数調整により、表中の計、差引等が一致しない場合があります。

ア 　資産形成に結びつかない純行政コストは約2,083億円ありますが、市税
収入や地方交付税などの「税収等」と「国県等補助金」により賄っていま
す。
　これは、経常収益で賄えない行政コストを市税など一般財源や国庫支出
金、県補助金により補てんしていることを意味しています。

イ 　当期の純資産変動額は約20億円のマイナスとなっています。これは、
新型コロナウイルス感染症対策などの「純行政コスト」が高い水準であり、
その財源の一部を一般財源で補てんしていることなどによるものです。

期末純資産残高 513,668,172

その他の変動額 △ 149,516
当期純資産変動額 △ 2,001,485

純行政コスト △ 208,319,086
税収等 106,994,956
国県等補助金 99,472,161

区分 金額
期首純資産残高 515,669,657

（３）純資産変動計算書（３）純資産変動計算書
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　歳計現金の出入りの情報を業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支の３つの
区分に分けて表したものです。他の３つの財務書類と異なり、行政活動を資金の
流れからみたもので、現在の公会計と同じ現金主義による財務書類です。

（単位：千円）
《業務活動収支》
人件費や物件費などの支出と税収や手数

（１）業務支出 料などの収入といった日常の行政活動に
（２）業務収入 伴う資金収支です。
（３）臨時支出
（４）臨時収入 《投資活動収支》

公共事業などの支出や基金への積立、水
（１）投資活動支出 道・下水道事業などへの出資とその財源
　ア　公共施設等整備費支出 となる補助金収入などに伴う資金収支で
　イ　基金積立金支出 す。
　ウ　その他
（２）投資活動収入 《財務活動収支》
　ア　国県等補助金収入 地方債の元金償還と新規発行に伴う収入
　イ　基金取崩収入 など主に借金に係る資金収支です。
　ウ　その他

（１）財務活動支出
　ア　地方債償還支出
　イ　その他
（２）財務活動収入
　ア　地方債発行収入
　イ　その他

注）計数の端数調整により、表中の計、差引等が一致しない場合があります。

ア 　期末資金残高は約72億円となっており、内訳をみると、投資活動収支
の不足額を業務活動収支における市税などの一般財源や、財務活動収支に
おける地方債発行収入で補てんしていることがわかります。

イ 　当期現金収支は、約17億円のプラスとなっています。これは、大型事業
に係る市債発行額が増加したことにより、地方債発行収入が地方債償還支
出を上回り、財務活動収支が約87億円のプラスとなったことや、新型コロ
ナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金による臨時収入が増加したことな
どにより業務活動収支が約105億円のプラスとなったことが要因です。
　地方債発行収入が地方債償還支出を上回ったということは、貸借対照表に
負債として計上されている地方債の残額が増加したことを意味します。

197,994,837
203,898,083

1,036,529
5,655,173

32,641,683
２　投資活動収支 △ 17,511,789

23,710,411
5,338,833
3,592,439

15,129,894

区分 金額
１　業務活動収支 10,521,890

6,497,919
4,413,538

32,948,583
32,439,119

509,464

期末資金残高 7,200,849

期首資金残高 5,501,760

３　財務活動収支 8,688,987

当期収支 1,699,088

4,218,428

24,259,596
23,378,830

880,766

（４）資金収支計算書（４）資金収支計算書
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　一般会計等の財務4表を令和3年度末時点の住民基本台帳人口403,628人で
割った市民一人あたりの財務4表です。

貸借対照表 （単位：千円） 行政コスト計算書 （単位：千円）

１　固定資産
（１）有形固定資産
（２）無形固定資産 ３　移転支出的なコスト
（３）投資その他の資産
２　流動資産
　　　うち歳計現金
資産合計

１　固定負債
２　流動負債
負債合計
純資産の部
負債及び純資産合計

資金収支計算書 （単位：千円） 純資産変動計算書 （単位：千円）

当期収支

期首資金残高

期末資金残高

注）計数の端数調整により、表中の計、差引等が一致しない場合があります。

ア 　市民一人あたりの道路や学校などの資産は2,069千円、地方債や退職手
当引当金などの負債は796千円です。

イ 　市民一人あたりの１年間にかかる行政サービスの費用は541千円、直接
負担した施設使用料などの収入は23千円です。

１　業務活動収支
２　投資活動収支

1
259

△ 43

金額

18 期末純資産残高 1,273

その他の変動額 0
14 当期純資産変動額 △ 5

国県等補助金 246
３　財務活動収支 22 税収等 265

4

純行政コスト △ 516
26 期首純資産残高 1,278

区分 金額

2,069
臨時収益 金額

臨時収益合計 5
純行政コスト 516

70
経常収益合計

1,273
臨時費用合計 3796

臨時費用 金額
726

２　その他 14
23

18
経常費用合計

金額
１　使用料・手数料 92,069

経常収益 金額
86

４　その他のコスト 6
541

1,982 １　人にかかるコスト 66
161
308

２　物にかかるコスト1,722

金額 経常費用 金額

区分

負債の部

資産の部

（５）市民一人あたり財務４表
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　固定資産台帳とは、事業を行うための資産や道路などのインフラ施設等の固定
資産について、その取得から除売却処分に至るまでの情報を管理するための帳簿
で、国が定める統一的な基準に沿って作成したものです。

　長崎市の有形固定資産と無形固定資産の合計は、現在簿価で約6,955億円となって
います。有形固定資産の合計は、取得価額が約1兆3,941億円、減価償却累計額が
約6,990億円、現在簿価が約6,950億円となっており、その内訳は、事業用資産が
約3,680億円、インフラ資産が約3,226億円、物品が約44億円となっています。
　また、無形固定資産については現在簿価で計上することとされており、令和4年度
は約4億円となっています。

　資産老朽化の進み具合を示す「有形固定資産減価償却率」（償却資産の取得価額に
対する減価償却累計額の割合）は、長崎市においては、66.5%となっており、資産の
老朽化が進んでいることが分かります。
※インフラ資産→道路、河川、漁港、公園などの有形固定資産
　事業用資産　→インフラ資産以外の有形固定資産（庁舎、公営住宅、学校など）

５ 一般会計等の固定資産台帳４ 一般会計等の固定資産台帳

固定資産台帳（Ｒ4.3.31現在） （単位：千円）

種別 勘定科目名称 取得価額 減価償却累計額 現在簿価

事業用資産 土地 156,195,225 － 156,195,225

立木竹 3,238,392 － 3,238,392

建物 393,405,867 237,386,188 156,019,679

工作物 85,333,766 54,604,242 30,729,524

船舶 340,373 332,008 8,365

浮標等 514,541 166,899 347,642

建設仮勘定 21,426,240 － 21,426,240

事業用資産　集計 660,454,404 292,489,337 367,965,067

インフラ資産 土地（インフラ資産） 151,918,963 － 151,918,963

建物（インフラ資産） 10,559,396 8,213,242 2,346,154

工作物（インフラ資産） 546,298,749 388,753,572 157,545,177

建設仮勘定（インフラ資産） 10,824,025 － 10,824,025

インフラ資産　集計 719,601,133 396,966,814 322,634,319

物品 13,998,564 9,574,327 4,424,237

有形固定資産　集計 1,394,054,101 699,030,478 695,023,623

無形固定資産 ソフトウェア 445,157

有形固定資産＋無形固定資産　 695,468,780
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貸借対照表 （単位：千円） 行政コスト計算書 （単位：千円）
資産の部
１　固定資産
（１）有形固定資産
（２）無形固定資産 ３　移転支出的なコスト
（３）投資その他の資産
２　流動資産
　　　うち歳計現金
資産合計
負債の部
１　固定負債
２　流動負債
負債合計
純資産の部
負債及び純資産合計

資金収支計算書 （単位：千円） 純資産変動計算書 （単位：千円）

当期収支

期首資金残高

期末資金残高

注）計数の端数調整により、表中の計、差引等が一致しない場合があります。

ア 　貸借対照表における資産の規模は一般会計等の約1.3倍となっています。
　これは上下水道事業などの公営企業会計でも大きな資産を形成している
ためです。
　一方、負債の規模は一般会計等の約1.5倍となっています。
これも企業債残高などによるものですが、特に下水道事業における負債の
割合が高いことに起因しています。

イ 　行政コスト計算書における経常費用は一般会計等の約1.5倍となってい
ます。
　これは国民健康保険事業や介護保険事業の社会保障給付などの移転支出
的なコストが多額にのぼるためです。
　一方で経常収益は水道・下水道の料金収入などがあるため一般会計等の
約2.8倍になっています。

１　業務活動収支
金額

金額

金額

△ 24,782,922 純行政コスト

31,881,405

区分

期末純資産残高

△ 303,267,080
３　財務活動収支 142,519,474
２　投資活動収支

635,326,565

299,895

3,945,921 税収等
国県等補助金 160,956,914
その他の変動額

△ 681,374

32,562,779 当期純資産変動額 509,203

区分 金額
20,155,628 期首純資産残高 634,817,362

臨時収益 金額
臨時収益合計 2,118,424
純行政コスト △ 303,267,080

38,357,355 臨時費用 金額
486,390,171 臨時費用合計 1,249,016

1,121,716,736
635,326,565

２　その他 6,460,141
448,032,817 経常収益合計 26,280,591

31,881,405 経常収益 金額
1,121,716,736 １　使用料・手数料

28,750,951

19,820,449

57,116,302 ４　その他のコスト 4,799,821
66,378,679 経常費用合計 330,417,079

989,204,180 ２　物にかかるコスト 84,149,925
9,017,574 212,716,382

1,055,338,057 １　人にかかるコスト
経常費用 金額

５ 地方公共団体全体の連結財務４表
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貸借対照表 （単位：千円） 行政コスト計算書 （単位：千円）
資産の部
１　固定資産
（１）有形固定資産
（２）無形固定資産 ３　移転支出的なコスト
（３）投資その他の資産
２　流動資産
　　　うち歳計現金
資産合計
負債の部
１　固定負債
２　流動負債
負債合計
純資産の部
負債及び純資産合計

資金収支計算書 （単位：千円） 純資産変動計算書 （単位：千円）
区分
当期収支

期首資金残高

期末資金残高

ア 　貸借対照表において、第三セクター等10団体のうち(地独)長崎市立病院
機構は負債が資産を上回る状態が続いていましたが、新型コロナウイルス
感染症への対応や経営改善の取組みなどにより、令和２年度決算において、
資産が負債を上回り、令和3年度決算においては更なる改善が図られてい
ます。

イ 　行政コスト計算書における経常費用は地方公共団体全体の約1.3倍、経常
収益は約1.5倍となっています。
　これは、広域連合方式で運営している後期高齢者医療事業にかかる多額
の移転支出的なコストや（地独）長崎市立病院機構の業務に要する費用など
が計上されているためです。

40,200,817

期末純資産残高

国県等補助金
税収等
純行政コスト
期首純資産残高

金額 経常費用 金額

1,140,740,730

区分 金額

645,360,122 臨時収益

臨時費用 金額
臨時費用合計

△ 288,372
金額

40,814,840
495,380,608

39,912,445

645,360,122

その他の変動額 313,738
当期純資産変動額 2,106,588

197,611,761
39,912,445

643,253,534
△ 380,553,773

184,734,863

金額
臨時収益合計 2,119,954
純行政コスト △ 380,553,773

1,342,154

金額 ２　その他 8,251,085
454,565,769 経常収益合計 40,436,955

経常収益 金額
1,140,740,730 １　使用料・手数料 32,185,870

47,862,358 ４　その他のコスト 6,935,840
81,139,559 経常費用合計 421,768,529

1,002,198,457 ２　物にかかるコスト 91,730,565
9,540,357 285,623,841

1,059,601,171 １　人にかかるコスト 37,478,283

６ 外郭団体等を含めた連結財務４表
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